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安倍内閣―改憲と集団的自衛権行使へ 
 
 
 
 
安倍晋三首相は９月 29日、所信表明演説をおこない、これにたいする代表質問
がはじまりました。このなかで安倍首相は、自民党総裁選いらい主張してきた憲法

の明文改悪と集団的自衛権の行使に向けた検討をあらためて強調しています。自民

党はこれに対応し、党としても新たな推進体制をつくりつつあります。 
               

党憲法調査会を審議会に 
自民党は当初、憲法の明文改悪に向

けて、特命委員会を設置する方向をう

ちだしました。しかし、それでは憲法

調査会がまとめた「新憲法草案」をタ

ナ上げするような印象を与えるとの声

もあり、党憲法調査会を憲法審議会に

格上げし、「新憲法草案」をベースに改

憲論議を加速することとしました。 
一方、集団的自衛権の行使に関して

は、首相直属の「勉強会」を立ち上げ

ることとしました。これには、防衛庁

からも「海外での活動はカンボジアの

国連平和維持活動以来ずっと積み上げ

ているので、私どもの考えを申し上げ

たい」（守屋事務次官）と、その論議に

積極的に参加したいとの意向が表明さ

れています。 

 
◇当面の予定◇ 

▽九条の会学習会「自民党新内閣

と憲法」 
 ・日時 10月７日 

13：30～16：00 
 ・会場 全理連ビル（JR・地下鉄

代々木駅） 
・テーマと講師 
新政権下での改憲の動きと集団的

自衛権（小澤隆一・憲法学） 
歴史認識と教育基本法改悪の動き 
（笠原十九司・歴史学） 

 ・参加費 500円 
 
▽憲法公布 60 周年記念シンポジ

ウム 
 ・日時 11月１日 午後６時 
 ・会場 全国教育文化会館 
・シンポジスト 市田忠義／小林

武／山本由美 
◇参加費 500円 
 

憲法審議会、「勉強会」等で推進 



 11月 11日に拡大常幹 

 中央憲法会議は、安倍内閣の改憲策

動と対決し憲法 60 周年の運動を発展
させるため、下記のとうり拡大常任幹

事会を開催します。 
 日時 11月 11日、11時～16時 
 会場 東京・全労連会館 
 議題 憲法 60 周年の運動について

他 

各地で総会、闘う体制確立へ 
 ９月から 10 月にかけて、各地の憲
法会議は総会を開き、安倍新内閣の下

で強まる改憲の動きにたいし闘う体制

の確立をめざします。 
 長野憲法会議は９月６日、久し振り

の総会を開き、情勢にふさわしい学習

や宣伝、署名活動等にうって出ること

を意思統一しました。総会では、こう

した憲法の活動を強化するため、県内

の主要団体の憲法会議への参加を促進

することや事務局体制の確立をはかる

こととし、すでにいくつかの団体が参

加してきたことも報告されました。 
 京都憲法会議は９月 28 日に総会を
開き、「今こそ憲法会議の存在意義を

発揮しよう」と意思統一としました。

京都では、「九条の会」が 311 地域・
分野に結成されるとともに、幅広い団

体・個人が団結した憲法９時様守れの

運動が取り組まれています。この中で

憲法は会議 11 月 2 日に「憲法記念秋
のつどい」を開くなど学習や宣伝の推

進力としての役割を発揮しています。 
 なお、10月には 13日に千葉で、18
日には宮城で総会が開かれます。 

安倍首相の所信表明演説から 
     （９月２9日衆院） 
 
【憲法の明文改悪】 
国の理想、かたちを物語るのは憲

法です。現行の憲法は、日本が占領

されている時代に制定され、既に 60
年近く経ちました。新しい時代にふ

さわしい憲法の在り方についての議

論が、積極的に行われています。与

野党において議論が深められ、方向

性がしっかりと出てくることを願っ

ております。まずは、日本国憲法の

改正手続に関する法律案の早期成立

を期待します。 
【集団的自衛権】 
大量破壊兵器やミサイルの拡散、

テロとの闘いといった国際情勢の変

化や、武器技術の進歩、わが国の国

際貢献に対する期待などを踏まえ、

日米同盟がより効果的に機能し、平

和が維持されるように、いかなる場

合が憲法で禁止されている集団的自

衛権の行使に該当するのか、個別、

具体的な例に即し、よく研究してま

いります 
【日米同盟・米軍再編】 
「世界とアジアのための日米同

盟」をより明確にし、アジアの強固

な連帯のために積極的に貢献する外

交を進めてまいります。… 
日米同盟については、その基盤で

ある信頼関係をより強固にするた

め、総理官邸とホワイトハウスが常

に意思疎通できる枠組みを整えま

す。在日米軍の再編については、抑

止力を維持しつつ、負担を軽減する

ものであり、沖縄など地元の切実な

声によく耳を傾け、地域の振興に 
全力を上げて取り組むことにより、

着実にすすめてまいります。 
 


